
令和８年度重点施策

令和７年８月
内閣府（原子力防災担当）



令和８年度概算要求の概要

令和７年度
当初予算額
（a）

令和８年度
概算要求額

(b)
対前年度比
(b)－(a)

電源開発促進勘定 123億円 169億円 ＋46億円
（137％）

〇エネルギー対策特別会計

１



● 能登半島地震での経験（多数の道路寸断、孤立地区の発生、放射線防護施設の

損傷）及び南海トラフ地震への備えの観点から、大規模な自然災害との複合災害時

における防護措置（避難・屋内退避）の対策強化による原子力防災の一層の充実を

図る。

＜主な支援措置＞

・放射線防護施設等の整備（体育館、病院等の改修等）

・避難所における屋内退避を継続するための備蓄物資の充実

・避難経路の強靱化、ヘリコプター等による空路避難の環境整備

原子力防災 令和８年度概算要求重点項目のポイント

〇 南海トラフ地震や能登半島地震等との複合災害を考慮した原子力防災の強化

〇 関係自治体による原子力災害対応の実効性向上に向けた支援

関係自治体への財政支援（全額国費）により、一層の充実を図る。

２

原子力発電施設等緊急時安全対策交付金 

令和８年度要求 145億円（令和７年度100億円）



【要求事項】
 原子力発電施設等緊急時安全対策交付金

145億円（100億円）

（事業スキーム）

（主な事業内容）
• 備蓄物資、防護服等の資機材整備
• 原子力防災訓練等の実施
• 狭隘道路の一部拡幅
• 放射線防護施設等の整備（体育館、病院等の改修等）

等

（１）地域防災計画・避難計画の具体化・充実化支援

 内閣府（原子力防災担当）は、平成25年９月の原子力防災会

議決定に基づき、原子力発電所の所在する地域ごとに地域原

子力防災協議会を設置し、関係省庁と自治体が一体となって、

地域防災計画・避難計画の具体化・充実化を進めているところ。

 東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓及び大規模な

自然災害と原子力災害との複合災害も想定した上で、屋内退

避の対策強化として健康リスクを抱えて要配慮者等が、避難先

の受け入れ態勢が整うまでの間、屋内退避を行うための放射

線防護対策（屋内退避のための防護施設等の整備）、家屋が

損傷した場合及び孤立への対応として避難所において屋内退

避を継続するための環境の整備、備蓄物資（水・食料、簡易ト

イレ等）の充実を引き続き推進する。

 原子力災害時の防災活動に必要な放射線測定器、防護服等

の資機材、医療施設・設備の整備、避難の円滑化に係る取組

（避難経路の強靭化、ヘリポートの整備等）への支援を継続し

て行い、原子力災害対応の実効性の向上を図る。

（２）原子力防災に関する体制の充実・強化

 万が一の原子力災害時に備え、体系的かつ効果的な訓

練・研修による人材育成事業の拡充、病院のBCP策定に

資する情報の収集等、原子力防災に関する体制の充実・

強化を図る。

（ ）内は、令和７年度当初予算額

【要求事項】
 原子力施設等防災対策等委託費 5.2億円（4.2億円）

   
（主な事業内容）

• 原子力防災研修等事業

※ その他所要の事務費を要求

国
定額
交付

３

立地道
府県等

令和８年度概算要求における重点分野
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